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Executive Summary 

 

（1）研究の背景と目的 

通勤電車における痴漢犯罪対策としては、これまでに女性専用車両の導入などが実施さ

れたが、効果は限定的であり、また、それ以外の車両において混雑悪化などの弊害も発生

している。一方、警視庁からの要請に応じる形で、2009 年末より東日本旅客鉄道株式会社

（JR 東日本）が首都圏で最も痴漢犯罪が多発している埼京線の車両内に防犯カメラの設置

を試行したところ、痴漢犯罪件数の減尐に一定の効果が見られた。 

 そこで、本研究では防犯カメラの全車両設置を義務化する政策の効果について、JR 中央

線を事例として費用便益分析を行い、その結果を基に政策提言を行うものである。 

 

（2）分析手法 

本研究では、防犯カメラの全車両設置を義務化した場合に発生する年間の便益から政策

実現に必要な費用を減じて純便益を推計することにより政策の効果を測定する。なお、通

勤電車に焦点を当てているため、ラッシュ時間帯（午前 7 時台から午前 10 時台の 4 時間と

午後 6 時台から午後 9 時台の 4 時間、合計 8 時間）についての純便益を推計する。 

 費用については、JR 中央線（快速及び緩行線）全車両に防犯カメラ各 4 台を設置した場

合の費用及びランニングコスト（保守費用、電気代）を推計する。また、便益については、

アンケート調査を実施して統計的手法によりこの政策に対する 1 人当たりの支払意思額（1

回の乗車につき許容できる最大運賃上昇額）を推計し、ラッシュ時間帯の中央線の推定利

用者数を乗じることで、総便益を推計する。 

 なお、便益の推計には 2 つの分析手法(ダブルバウンド 2 項選択方式―生存分析、レファ

レンダム 2 項選択方式―プロビットモデル)を用いることによって、推計結果の不確実性の

一部を緩和することを試みる。 

 

（3）分析結果 

1 年当たりの費用及び便益を推計したところ、下表の結果となり、年間純便益額は 

ダブルバウンド 2 項選択方式―生存分析：44.9 億円 

レファレンダム 2 項選択方式―プロビットモデル：64.8 億円 

 が見込まれるという結果になった。 
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 純便益推計結果 

分析手法 年間総便益 年間平準化費用 年間純便益 B/C 

ダブルバウンド 

―生存分析 
47.6 億円 2.7 億円 44.9 億円 17.6 

レファレンダム 

―プロビットモデル 
67.5 億円 2.7 億円 64.8 億円 25 

※なお、プライバシー侵害のコストを便益から抽出できないため、年間総便益、年間平準化費用、費用便益比（Cost 

Benefit Ratio, B/C）は、厳密には正しい値でなく、参考値である。しかし、年間純便益の厳密性は保たれている。 

 

（4）結論 

通勤電車への防犯カメラ設置義務化政策について JR 中央線を例として費用便益分析を行

ったところ、正の純便益の発生が見込まれる結果となった。よって、(5)に挙げるような分

析上の限界はあるものの、JR中央線などの旅客需要の多い路線においてこのような政策を

実施することは正当化できる。 

 なお、2 つの分析手法で様々な不確実性を考慮して分析を行ったところ、純便益の下限値

はいずれも正となっている。よって、先に述べた防犯カメラ設置義務化政策の妥当性の結

論は覆らない。 

 

（5）今後の課題 

今後の課題についてまとめると下表のようになる。 

① データ制約によ

る仮定等 

便益 

・年間旅客数推計値が不確実(データ制約のため) 

・痴漢減尐率を 50％と仮定(データ制約のため) 

・サンプル数の不足(前者の手法：149、後者の手法：188) 

② アンケートの設

問上の課題等 

ダブルバウンド 

・WTP 下限値を 0 円と仮定 

 

レファレンダム 

・除外変数の存在可能性 

(防犯カメラを痴漢抑止のみに機能す

ると仮定したため) 

③ 義務化関連費用

の未計上 

費用 

・義務化関連費用（法整備費用や広告費用など）を計上していない。 

 

本研究にはデータ制約等により上記の課題が残されている。痴漢犯罪の減尐のための他

の有効な手段が考えにくい現状、本政策の是非を判断するためのより正確なデータによる

分析がなされることが望まれる。
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１. 本研究の背景と目的 

1.1. 本研究の背景と目的 

 近年、電車内の痴漢犯罪が社会問題化してきている。これまでは痴漢のような軽犯罪は、

殺人のような重犯罪に比べて犯罪被害の大きさ、社会に与える影響力の低さから軽視され

る傾向があった。しかし、近年このような軽犯罪も取り締まりが強化され、痴漢を防止す

るための政策が検討又は実施されてきた。さらに、通勤電車において痴漢行為を行ってい

ない者が無実の罪で告発されるといった冤罪事件がマスメディアに報じられ、社会的な注

目を集めている。 

これまでに検討又は実施された具体的な政策としては、①女性専用車両、②駅構内の防

犯カメラ設置、③混雑率の緩和が挙げられる。しかし、これらの政策によっては痴漢犯罪

数を十分に減尐させることはできなかった。まず①に関しては、2000 年台に関東の私鉄や

ＪＲの主要路線に次々と導入されたが、痴漢件数を決定的に減らすことはできず、また、

他の車両の混雑が悪化するという弊害が発生している。次に、②に関しては、テロ対策も

兼ねて現在では首都圏の主要駅などに設置されているが、直接電車内を監視しているわけ

ではないので、電車内の痴漢の抑止には十分な効果が上がっていない。③に関しては、混

雑率を減尐させるためには複々線化などの大規模な投資が必要であり、現実的な政策では

なく、新規事業としては現段階では行われていない。以上のように、痴漢を防止するため

の政策は現状では手詰まりの状態であった。 

 2009（平成 21）年 10 月に 1 都 3 県の警察から首都圏の各鉄道事業者に対して、痴漢犯

罪抑止を目的とした防犯カメラを電車内に設置するよう要請があった。それを受けて、同

年 12 月末に東日本旅客鉄道株式会社が埼京線に試験的に防犯カメラを導入した結果、その

翌月の埼京線の痴漢犯罪認知件数が前年同月比約 50％減尐した1。このことから、防犯カメ

ラを電車内に設置することは痴漢犯罪抑止に有効であると考えられる。 

そこで、本研究においては、痴漢犯罪抑止を目的として防犯カメラを電車内に設置する

ことを法律で義務化するという政策を想定し、その費用便益分析を行う。なお、本研究に

おいては首都圏の痴漢発生件数が埼京線の次に多い JR 中央線（快速及び緩行線、東京～高

尾間）を例として費用便益分析を行う。 

 

                                                   
1朝日新聞(http://www.asahi.com/national/update/0411/TKY201004100375.html) 2010 年 4 月 11 日 3時 0

分 
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1.2. 本稿の構成 

第 2 章では、JR 中央線の全車両に防犯カメラを設置した場合の費用と便益の推計につい

て詳細を述べる。第 3 章では、費用と便益の推計結果に基づいて純便益を算出するととも

に、不確実性を補うための感度分析を行う。最後に第 4 章では、分析結果に基づいて政策

提言を行うとともに、今後の課題について述べて本稿のまとめとする。 

  

1.1 図  JR 中央線路線図（東京～高尾間） 出典：Chuosen.jp <http://www.chuosen.jp/> 

1.2 表 近年の東京都内及び埼玉県内における痴漢犯罪件数（警察庁提供資料） 



 

3 

 

２. 分析詳細 

2.1. 分析手法の概要 

本研究では、費用と便益を推計し、後者から前者を減じて算出される純便益を指標とし

て採用している。 

本研究の費用推計は、JR 中央線（快速及び緩行線）の全車両に防犯カメラを設置した場

合の設置費用、保守費用及び電気料金の合計額とする2。なお、記録媒体の増設などの追加

的な費用は発生しないものと考える（記録映像の保存先はデジタルレコーダー内蔵のハー

ドディスクを想定しているが、この場合の一般的な運用では、古い映像データから随時消

去されるため媒体の増設は不要である）。 

便益推計においては、顕示選好による分析が困難であるという理由から表明選好に基づ

いた Contingent Valuation Method(以下、CVM とする)という方法を用いて分析を行う。

具体的には、都内数か所においてアンケートを実施し、その個票データをベースに統計的

手法を用いて便益を導出する。よく知られているように、CVM には多数のバイアスが存在

し、そうしたことを考慮したうえで本研究では 2 種類の異なる推計方法を用いて便益推計

を行い、CVM に伴う不確実性を緩和する。1 つ目の便益推計方法はアンケートの質問形式

としてダブルバウンド 2 項選択方式、統計手法として生存分析を使用する。2 つ目の便益推

計方法ではアンケートの質問形式としてレファレンダム 2 項選択方式、統計手法としてプ

ロビット・ロジットモデルを使用する。以後、それぞれの推計方法により便益の推計を行

う。 

  

                                                   
2 義務化政策を実現するためには、法整備費用や政策の周知広報費用などが必要となるが、その費用は無

視しうるほど小規模なものであると想定されるため、本研究ではこれらを費用に含めない。 
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2.2. 費用の推計 

2.2.1. 通勤電車へ防犯カメラを設置した場合の１車両当たり年間費用 

 既に述べたとおり、痴漢犯罪防止を目的とした通勤電車への防犯カメラ設置事例として

は JR 埼京線があるのみだが、その際の費用に関する情報は公表されていない。そこで、埼

京線の事例と同様3の状態を想定して、1 台の車両に車内防犯カメラを 4 台設置した場合の

費用を防犯カメラメーカーに以下のとおり概算で算出してもらったものを使用する。 

 

【機器・設置費用】 

・ドーム型防犯カメラ ＠76,125×4 台=304,500 円 

・駆動ユニット 52,500 円 

・デジタルレコーダー 262,500 円 

・工事費 262,500 円 

【保守費用】 

・1 年目 36,750 円 

・2 年目以降 189,000 円/年 

 

 次に防犯カメラの消費電力から必要となる電気料金を算出する。  

 想定している機器の消費電力は、駆動ユニットが 32W、デジタルレコーダーが 35W であ

る。よって、機器の駆動時間を乗降客が多く電車の稼動本数が多い午前 7 時台から 10 時台

の 4 時間と午後 6 時台から 9 時台までの 4 時間、合計 8 時間とすると、1 車両当たりの年

間の電気料金は次のようになる（電力単価は「特別高圧電力 B」の標準電圧 20000 ボルト

供給のものを使用し4、夏季料金とその他季料金を調整したうえで、1kwh 当たり 11.025 円

とする）。 

 

(32+35)×8=0.54kw（1 日当たりの消費電力） 

0.54×365×11.025×5/7（平日）=1552 円/年 

 

 なお、防犯カメラの耐用年数は、「減価償却の耐用年数等に関する省令」別表第一の「イ

ンターホーンおよび放送用設備」に該当するため 6 年である。よって、次式により 6 年間 

                                                   
3 2010（平成 22）年 4月 5日の JR 東日本プレスリリース「埼京線における車内防犯カメラの設置につい

て」参照。 

＜http://www.jreast.co.jp/press/2010/20100403.pdf＞ 2011 年 2 月 3 日アクセス 

4 東京電力 電気受給約款［特定規模需要（特別高圧）］17 頁から 20 頁参照。 

＜http://www.tepco.co.jp/e-rates/custom/shiryou/yakkan/pdf/jukyuu03-j.pdf＞ 2011 年 2 月 2 日アクセ

ス。なお、JR 東日本の在来線の一般的な電圧は 20000 ボルト。 

埼京線に設置されている防犯カメラ 

http://www.tepco.co.jp/e-rates/custom/shiryou/yakkan/pdf/jukyuu03-j.pdf
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のトータルコストを社会的割引率 r=4%5によって平準化し、1 年間の費用を算出すると次の

ようになる。（なお、機器・設置費用は期首に、保守費用は期末に発生すると仮定する。） 
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 従って、本研究では通勤電車に防犯カメラ 4 台を設置した場合の 1 年間当たりの平準化

費用は 340,000 円／車両を用いる。 

 

2.2.2. JR 中央線（快速及び緩行線）の車両数の計算 

 本研究においては、JR 中央線（快速及び緩行線）のラッシュ時間帯にはほとんどの車両

が稼働し、車両基地には故障等の場合に備えた車両のみが停車しているものと仮定し、防

犯カメラ設置義務化を実効性あるものとするためには、中央線の全車両に防犯カメラを設

置する必要があるものと仮定する6。 

 2010（平成 22）年 4 月 1 日現在において JR 中央線（快速及び緩行線）で使用されてい

る車両の型式は、E231、E233 及び 209 系の 3 種類である。これらは三鷹車両センター（東

京都三鷹市）及び豊田車両センター（東京都日野市）に配置されており、その内訳は次の

とおりである7。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
5 2004 年 2 月 6 日に策定の「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」参照。 

＜http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha04/13/130206/03.pdf＞ 2011 年 2 月 3 日アクセス 
6 JR 東日本に確認したところ、故障等がなくても使用する車両は頻繁に入れ替えが行われているとのこと

であるため、義務化を徹底するためには全ての中央線車両に防犯カメラを設置することを想定すべきであ

る。 
7 「JR 旅客会社の車両配置表」『鉄道ファン NO.591』2010 年 7 月号、交友社参照。 

三鷹車両センター 豊田車両センター 

モハ 209  26 両 

クハ 209  13 両 

サハ 209  52 両 

モハ E231 113 両 

クハ E231  53 両 

サハ E231 152 両 

モハ E233  207 両 

クハ E233   95 両 

サハ E233   84 両 

合計 409 両 合計 386 両 

表 2-1 
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よって、本研究において防犯カメラ設置対象となる車両数は 795 両とする。 

 

2.2.3. 1 年当たりの総費用 

 2.1.1.及び 2.1.2.より、JR 中央線への防犯カメラ設置義務化の 1 年間の費用は以下の計算

より、 

340,000×795=270,300,000（円） 

 2.7 億円である。 
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2.3. 便益の推計 

2.3.1. 需要（年間旅客数）の推計 

需要（年間旅客数）に関しては、『都市交通年報』8や『大都市交通センサス』9を用いて

中央線の平日ラッシュ時間帯の輸送旅客数を求める。以下に、推計方法を示す。 

年間旅客数は、以下の式のように推計する。 

   
  

  
   

   

   
 

   

   
  

   

   
  

 

 
  

   年間の中央線各駅の出発旅客数合計、  ：全日列車運行本数合計、  ：平日列車運行本数 

      ：各駅間の一日の全時間帯の旅客数、      ：各駅間の一日のラッシュ時間帯の旅客数  

但し    ～   。 

・各駅間の旅客数については、東京-神田間、神田-水道橋間…西八王子-高尾間の合計 31 区

間を使って求める。 

 

まず、『都市交通年報』にある、年間の中央線各駅を出発した旅客数を合算し、中央線の

年間旅客数を求める。 

次に、この年間旅客数の中から平日のみの旅客数を抽出する。このとき、列車運行本数

は旅客数に可能な限り比例するように設定されていると仮定し、平日の列車運行本数が全

体に占める割合を年間旅客数に乗じて平日の旅客数を求めている。具体的には、中央線の

時刻表を使用して、列車運行本数を調べ、全列車運行本数のうち平日の列車運行本数が占

める割合を求めることで、平日の旅客数を算出する。 

最後に、平日ラッシュ時間帯10の旅客数を求めるために、『大都市交通センサス』の一日

の中央線各駅の時間帯別輸送人員を利用する。このデータで各駅間の１時間ごとの輸送旅

客数が把握できるので、これを使って各駅間のラッシュ時間帯の輸送旅客数の割合を算出

し、その平均を求め、それを先ほど求めた平日の旅客数に乗じ、平日ラッシュ時間帯の中

央線の旅客数を推計している。 

 その結果、224,903,938 人が年間の平日ラッシュ時間帯の中央線の旅客数であると求めら

れた。 

 

 

  

                                                   
8 運輸政策研究機構など多数、『都市交通年報 平成 21 年版』、2009 年 3 月、日本法制資料出版社。 
9 運輸政策研究機構、『大都市交通センサス 平成 12 年首都圏報告書』、2002 年 3 月、運輸政策研究機構。 
10 ここでのラッシュ時間帯は、費用と同様に朝夕それぞれ 4 時間ずつと定義して求めている。 
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2.3.2. 便益推計１(ダブルバウンド 2 項選択方式) 

2.3.2.1. サーベイデザイン 

 2.1.で述べたとおり、CVM は表明選好に基づいて分析を行う手法である。よって、人々

の表明選好を得るためにアンケートを実施するのが通常用いる手段である。しかし、CVM

ではそのアンケートの仮想的状況の設定、金額の質問方法、金額をどう決定するかによっ

て結果にバイアスが生じてしまうことが知られている。従って、こうしたアンケートの設

定（サーベイデザイン）を行う際は十分に注意を払う必要がある。ここではどのような点

に注意しながらサーベイデザインを行ったかを実際に用いたアンケートを提示しながら見

ていくこととする。 

  

状況説明 

 

中央線 CVM アンケート 

 

・ 中央線全車両に防犯カメラを設置（4台/車両）します。 

・ 防犯カメラによって男性は冤罪リスクが減少し、女性は痴漢にあうリスクが

減少します。また、カメラに撮られることによってあなたのプライバシーが

侵害されます。 

・ 防犯カメラは上記に関してのみ機能を果たし、他の効果は生じないとしま

す。 

 

・ 中央線での痴漢発生件数は 309 件(2004 年)。ワースト１位であり、首都圏

路線内の痴漢件数の約 20％を占めています。（快速・各停・総武の合計） 

・ カメラ導入の費用はカメラ購入費用、データの保存・維持費用、システム導

入費用などが考えられます。 

・ 埼京線では、防犯カメラ導入後の 2010 年 1，2 月の痴漢発生件数がカメラ導

入前の前年同時期の 38件に比べ、約半分に減少しています。（カメラを導入

しているのは第 1車両のみ） 

 

 

上記部分においては、防犯カメラを何台設置するかなどの政策実施の仮想状況の設定を

行い、それによって発生すると考えることができる便益、費用を提示した。こうした仮想

状況の詳細な設定は人によって「防犯カメラ設置」という言葉から連想するイメージの分

散をなくし、回答者がみな同じ状況を想像するために必要なものである。 

さらに、中央線における現在の痴漢発生の現状を提示し、既に一部車両に防犯カメラが
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設置されている埼京線における防犯カメラ導入後と導入前の痴漢発生件数の増減を示した。

埼京線では痴漢発生件数が約半分に減尐している11というデータがでていることから、回答

者は痴漢が約 50%減尐するものとして支払意思額を決定していると考えられる。よって、

本研究では痴漢が 50%減尐すると仮定したうえで、防犯カメラへの支払意思額の推計を行

う。 

 

質問方法 

 

問１ 

中央線全車両に上記のような防犯カメラの設置を義務化する法律ができたとします。こ

の政策実施に伴って、（1回の乗車当たり）JR の運賃が     円ずつ増加すること

になりました。あなたはこの防犯カメラ設置義務化政策の実施に賛成ですか？それとも

反対ですか？ 

 

※ただし、この運賃上昇によって得られた収入は全て防犯カメラの設置・運営のみに使

われると仮定します。運賃上昇によってあなたが普段購入している他の商品に使える金

額が減ってしまうことを十分考慮しながらお答えください。 

 

 

賛成  ・  反対  ・  分からない 

 

 

CVM では、金額を尋ねる手段として、WTP(支払意思額)を用いる方法と WTA(受入補償

額)を用いる方法の 2 つの方法がある。どちらを用いるかはその政策の方向性とその権利が

法律上認められ、同時にその権利を有しているかに依存する。例えば、環境問題の場合、

仮に一般人がある水準の環境を享受する権利を有するとすると、土地開発などによる環境

破壊(政策の方向性)の損害を一般人に補償する必要が生じる。この場合、WTA を尋ねるこ

とが妥当である。しかし、一般に WTA は WTP よりも 4～15 倍大きくなる傾向があり、評

価額が過大になってしまう恐れがあり、政策実施者に不利な結果となる可能性が高い。以

上を理由に、NOAA ガイドライン12においても WTP を用いることが薦められている。 

 

 

 

                                                   
11 朝日新聞(http://www.asahi.com/national/update/0411/TKY201004100375.html) 2010 年 4 月 11 日 3

時 0分 
12 米国商務省国家海洋大気管理局(NOAA)が信頼性のある評価の実現のために記した CVM を行う際に注

意事項項目集。 



 

10 

 

また、多くの研究によって、人々が何かを失う際に要求する補償額は、全く同一物を手

に入れるために支払っても良いと考える額よりも大きくなり、人々が損失回避的である13こ

とが示されている。そうした人々の損失回避的性質によって生じた WTP 及び WTA の乖離

は、人々がよりその対象事象に対して認識を深めれば深めるほど、WTA が WTP の値に収

束することにより、その乖離がなくなることが知られている14。さらに、WTP の値は WTA

のそれに比べて、顕示選好法に基づく手法によって求められた推計値により近似すること

が分かっている15。こうした背景・現状を踏まえ、本研究においては、WTP を用いて分析

を行っていくこととする。 

支払意思額の質問形式は、2 項選択方式を採用した。これは、「ある政策について X 円以

上支払う意思があるか」という質問を 1 度だけ行い、回答者に賛成、もしくは反対と答え

てもらうだけのアンケート方法である。この結果を用いて、統計的手法を適用し、回答者

の支払意思額を推計する。この 2 項選択方式は、開始点バイアス、範囲バイアス、戦略バ

イアスが存在せず、かつ回答に当たっても賛成、反対のどちらかで良いので、回答者の負

担が小さいことが特徴である。NOAA ガイドラインにおいてもこの 2 項選択方式の一種で

あるレファレンダム 2 項選択方式が質問方式として望ましいとされており、今日の CVM に

よる研究において頻繁に用いられている。本研究でも 2 つ目の便益推計手法として、レフ

ァレンダム 2 項選択方式を採用している。 

本研究においては 1 つ目の便益推計手法として 2 項選択方式の中でもダブルバウンドを

採用した。ダブルバウンドとは最初の質問に対して賛成と答えた人には、次により高い提

示額を設定して質問し、逆に最初の質問に対して反対と答えた人には、次により低い提示

額を設定して質問するというもので、合計して 2 度質問を行うという方法である。ダブル

バウンドの利点は、シングルバウンド(1 度だけ質問する手法)に比べて、より回答者の評価

区間が狭まるため統計的効率性が高まり、分析の信頼性が改善されることである。一方で、

ダブルバウンドの問題として、下方バイアスが指摘されている。これは、最初の提示額を

政策実現に必要な平均費用とみなし、2 回目の質問の提示額に対し必要以上の金額の負担が

なされると考えて、反対と意志表示する傾向があることである。こうした、利点・問題点

を考慮したうえで、ここではダブルバウンドを用いることにする。 

アンケートの最後には、「代替的支出」の問題を解消するための文を付け加える。つまり、

質問の提示額に対し、賛成と答えたとすると、その分だけ他の商品の購入に使えたであろ

う金額が減尐することを回答者にきちんと認識してもらう。NOAA ガイドラインにおいて

も、この代替的支出の問題は「目標とすべき項目」として取り上げられており、本研究に

                                                   
13 Timothy McDaniels, Reference Pints, Loss Aversion, and Contingent Values for Auto Safety, 1992 
14 Don L.Coursey, John J.Hovis, and William D.Schulze, The Disparity between Willingness to Accept 
and Willingness to Pay Measures of Valuse, 1987; Jason F.Shogren, Seung Y.Shin, Dermot J.Hayes, 

and James B.Kliebenstein, Resolving the Differences in Willingness to Pay and Willingness to Accept, 

1994 etc. 
15 Anthony E.Boardman, David H.Greenberg, Aidan R.Vining, and David L.Weimer, Cost-Benefit 
Analysis Concept and Practice, 2010 
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おいても採用する。 

 提示金額については、乗車 1 回あたりの運賃上昇という形式を採用する。他にも、税と

して徴収、もしくは寄付などが手段として考えられるが、回答者の乗車回数などに評価額

が依存したり、寄付に関しては公共のためにお金を支払うことに対する満足感が影響、温

情効果(warm glow)が生じやすいため、ここでは 1 回あたりの運賃上昇として金額を設定す

る。提示額については、事前にプレテストを行った結果を基づき、以下の表 2-2 のように 3

つのパターンを用意して、回答者にはランダムにこれら 3 つのパターンの 1 つについて回

答してもらう。 

 

表 2-2 提示額 

パターン T TU TL 

A 10 30 5 

B 30 60 10 

C 60 120 30 

 

 

 

 

 

2.3.2.2. 集計結果 

 アンケートは、2010 年 12 月に JR 東日本吉祥寺駅、立川駅において実施した。得られた

サンプルの概要については、以下の表 2-3 の通りである。アンケートは上述の駅周辺におい

て歩いている人に声をかけて協力を呼びかけるという形式で行った。従って、完全なラン

ダムサンプルではなく、年齢層も比較的若い世代のサンプルが集まっている。全サンプル

数も一般的に CVM に最低必要とされるサンプル数16である 300 には届いていない。この点

については本研究の限界として後述する。 

 

表 2-3 サンプル概要 

 全サンプル数 149 人 100.0% 

 無効回答 10 人 6.7% 

性別 男 87 人 58.4％ 

 女 62 人 41.6％ 

年齢 平均 28.9 歳  

 

                                                   
16 伊多波ら(2009)によると、CVM の分析に必要な最低サンプル数は 300~400 と言われている。 

※ T：最初の提示額(円) 

 TU：T に賛成した時の提示額(円) 

 TL：T に反対した時の提示額(円) 
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2.3.2.3 評価結果 

 得られたサンプルを基に、1 人あたり WTP を推計する。サンプルには有効回答のみを用

いる。有効回答は支払意思額について「分からない」と回答したもの、及び「カメラ設置

には賛成だが支払い手段に対して反対だから、『反対』」と回答したもの(抵抗回答)を排除し

たものを指す。その結果、有効回答は全部で 139 となった。 

 

 統計分析手法 

ダブルバウンド 2 項選択方式を分析する統計手法には、生存分析(Carson et al, 1992)、

ランダム効用モデル(Hanemann et al, 1991)、支払意思額関数(Cameron and Quiggin, 

1994)の 3 種類が存在する。本研究においては 1 番目に挙げた生存分析を採用して、分析を

行う。 

 生存分析は生物統計学などに使用される統計手法である。例えば、動物実験などを行う

際に、実験開始から 5 日後、30 日後、100 日後にその動物が生きているかどうかを観察す

るとする。その時に、動物のサンプルの中には 5 日後までに既に死亡しているものもいれ

ば、100 日後にもまだ生きているものもある。こうして得られた観察データから平均的に最

大限生存可能な期間(生存期間)を統計的に調べるのが生存分析である。 

 これを今回の 2 項選択方式に応用する。アンケートの実施によって、ある人は 5 円でも

カメラの設置に対して支払う意思がないと言う人もいれば、120 円でもカメラの設置に支払

ってもよいと考える人がいる。中には、30 円ならば賛成だが 60 円であれば反対だという人

もいるだろう。アンケートによって得られたこれらの支払意思額域から統計的に 1 回の乗

車に追加的に払っても良いと考える平均的な最大支払意思額を推計する。 

 

生存分析 

 本研究では区間打ち切りデータを用いた生存分析を行う。回答者は 2 回質問されている

ので、支払意思額はある一定の区間に収まっていることが考えられる。例えば、1 回目に

30 円の提示額に対して賛成と答え、2 回目の 60 円の提示額に対して反対と答えた回答者が

いたとすると、その回答者の支払意思額域は 30~60 円と考えることができる。また、2 回

とも賛成と答えた回答者の支払意思額域は 60 円～無限大と考えることができる。こうした

データをもとに生存分析は平均支払意思額を推計する。 

 支払意思額を y としたとき、回答者の累積分布関数 F がワイブル関数に従うとすると、 

])/(exp[)( yyF   

と表現することができる。αは位置パラメータ、βはスケール・パラメータである。回答

者 i の支払意思額の下限値を min
iy とし、支払意思額の上限値を max

iy とすると、最尤法によ

って以下の尤度関数が最大になるように、αとβのパラメータを推計する。 
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 
i

ii yFyFLLog )]()(ln[ minmax  

この時、中央値は 

 /1)]5.0ln([medianWTP  

で得られる。また、期待値は 

)]/1(1[exp  ectationWTP  

 

で得られることが分かっている。Γはガンマ関数である。 

 推計を行った結果は、以下の表 2-4 の通りである。 

 

表 2-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推定結果 

Parameter 推定値 標準誤差 漸近的 t 値 

α 32.487  3.001  10.82  

β 1.046  0.093  11.23  

Log likelihood －134.68  
  

WTP(median) 22.882  
  

WTP(expectation) 31.910  
  

Carson et al. (1995) 



 

14 

 

支払意思額推計結果 

 生存分析を得られたデータに適用した結果、図 2-1 のような曲線が得られた。 

 

 

   

 

  

 

図 2-1 は、横軸に提示額を表し、縦軸は「1 回あたりの乗車に X 円運賃が上昇します、あ

なたはこの政策に賛成ですか。」という質問に対し、賛成と答える確率である。図は、提示

額が上がるほど、その 1 回あたりの運賃上昇に賛成と答える確率が低くなっていることを

示している。この図から賛成と答える確率と反対と答える確率が等しくなるような金額で

ある中央値(median)を推計すると、中央値は 22.8 円/乗車回数であった。よって、人々は平

均して 1 回の乗車あたり 22.8 円を支払っても良い17と考えていることが分かる。後述のよ

うに、この値を 1 回の乗車あたりの支払意思額とみなして総便益を推計する。 

  

                                                   
17 支払意思額として期待値を用いない理由は、期待値ははずれ値(Outlier)に弱い性質を持つからである。

ここでは期待値が尐数の高額支払意思提示者(Outlier)のために大きな値を取ってしまい、それを用いると

支払意思額を過大に評価しまうと考えられる。 

図 2-1 支払意思額の推定 
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2.3.3. 便益推計 2（レファレンダム 2 項選択方式） 

もう一つの便益の推計方法としてプロビット・ロジットモデルを用いたレファレンダム 2

項選択方式を使用する。この方法は、具体的に中央線利用者の効用関数を特定化し、アン

ケートデータに基づいて効用関数そのものを推計出来ることが前述の生存分析を利用した

ダブルバウンド 2 項選択方式との大きな違いである。 

効用関数を具体的に推計することで、防犯カメラの痴漢抑止効果がどれだけの便益を生

み出しているのかなど、詳細に推計できることが大きな利点である。前述のダブルバウン

ド 2 項選択方式は、効用関数を具体的に推計していないので記述された仮想的状況の WTP

は導出されるが、それ以外の状況における WTP は導出できない。その意味において政策の

インパクトに関して不確実性が存在する際に、ダブルバウンド 2 項選択方式はその不確実

性に対処することが出来ない点が欠点として挙げられる。それに対して効用関数を具体的

に推計する、ここでの便益推計手法は、不確実性に応じて WTP を導出することが可能であ

るのでそのような問題は発生しない。実際に本研究では痴漢発生件数の減尐率に関する不

確実性を考慮した Monte・Carlo シミュレーション感度分析を、ここで推計された効用関数

を用いて行っている。 

他方で分析の信頼性はダブルバウンド 2 項選択方式より大幅に劣る。前述のようにダブ

ルバウンド 2 項選択方式は回答者の評価区間を狭めることで統計的効率性が高まり分析の

信頼性が高い手法である。ここでの推計手法では、形式的にはシングルバウンドを用いて

おり、その意味において統計的効率性は低い。実際、後述される推計結果においては標準

誤差がダブルバウンド 2 項選択方式に比べて大きいことが見て取れるであろう。また除外

変数問題など考慮に入れるべき変数を除外してしまうことで防犯カメラの便益推計値にバ

イアスが発生してしまう可能性がある。CVM が元々バイアスを発生させやすい方法である

ことを考慮すると、この点も重大な欠点であると思われる。また効用関数に含まれる説明

変数を多くすると多重共線性を回避するためにより多くのアンケートを集めなくてはなら

ない。アンケート調査の様々な制約上、容易にアンケートデータを収集できないことがあ

るゆえにこの点も欠点と考えられるであろう。このような利点・問題点を考慮したうえで、

本研究ではプロビット・ロジットモデルを用いたレファレンダム 2 項選択方式を使用する。 

 

質問方法 

アンケートの質問項目は以下である。 

 

質問１．あなたの性別を教えてください。 

 

質問２．あなたの年齢を教えてください。 

 

質問３．あなたの中央線のご利用区間を教えてください。 
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質問４．あなたの通勤時間を教えてください。 

 

質問５．あなたの通勤電車に痴漢防犯カメラの設置を義務化するという政策がありま

す。この政策を実施すると年間痴漢発生件数が○○％減少することが分かっています。

ただし、この政策を実施する場合、あなたの通勤電車の一回当たりの運賃を○○円値上

げしなければなりません。防犯カメラの設置によってあなたのプライバシーが侵害され

るという議論があります。他方で、防犯カメラには冤罪立証機能があるとも言われてお

ります。あなたはこの政策に賛成ですか反対ですか？（実際にあなたの支出が増加する

ことを考慮してお答えください。） 

 

 

 

ダブルバウンド 2 項選択方式においては埼京線における痴漢減尐率の新聞発表をアンケー

トに盛り込んでいたが、レファレンダム 2 項選択方式では効用関数を具体的に推計するた

めに痴漢減尐率もアンケートごとに変化させている。また、それら痴漢発生件数の減尐率

と、運賃の値上げ分は推計値の分散を尐しでも小さくするためにランダムに設定している。

さらにダブルバウンド 2 項選択方式と同様、回答者がみな同じ状況を想像するようにプラ

イバシーの侵害に伴う費用、および冤罪立証機能の便益を提示している。ただし、ダブル

バウンド 2 項選択方式と比べてアンケートにおいて指定している仮想的状況の記述が尐な

い。これは時間的余裕のない回答者の拘束時間を削減することでアンケートに答えてもら

えやすくするという利点があるが、回答者が想像する仮想的状況のイメージに分散がある

可能性がある。例えば、防犯カメラによってどれだけの冤罪が立証出来るかについて回答

者のイメージが分散していると思われる。 

 

2.3.3.1 モデル 

効用関数 

本研究において効用関数は以下のように定義する。 

 

  
 
       

 
     

 
                      

 
               

 
                  

 
    

 
          

  
 
：防犯カメラダミー 

       ：性別ダミー                         

        
 
：年間痴漢発生件数                

  ：所得                           

  
 
：運賃                            

ここで、防犯カメラダミーは防犯カメラがあれば 1、防犯カメラがなければ 0 の値をとり、
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また性別ダミーについては男性であれば 1、女性であれば 0 の値をとる。 

ここでは、式の特定化において効用関数は痴漢の減尐に対する男性と女性の便益が異な

ること、及び痴漢の減尐によって説明できない便益も男性と女性で異なることを許容する

モデルになっている。 

また効用関数の特定化において考慮すべき独立変数は、政策の実施に従って変化すると

思われる要因のみであることに注意してもらいたい。これは直観的には政策の実施に個人

が賛成するかしないかは、政策の実施に従って変化する独立変数にのみ依存するからであ

る。通勤電車の利用に伴って効用に影響を与えると思われる独立変数は、この他にも混雑

率や乗車時間などが考えられるが、これらの独立変数は政策の実施によって変化しない18。

ゆえに、厳密にはこれらの変数も効用関数に含まれると考えられるが、後に述べるように

パラメータの推計の際に効用の差分をとるので、これらの独立変数は相殺されてしまう。 

 

推計方法 

利用者は政策を実施した場合の効用が、政策を実施しなかった場合の効用を上回れば政

策の実施に賛成すると思われる。従って、ある利用者が政策に賛成する確率は、 

                 
    

         

                                                                            
     

      

                                                                            

によって与えられる。ここで、  
 
が正規分布に従うと仮定すればプロビットモデル、ガンベ

ル分布に従うと仮定するとロジットモデルとなる。この場合の対数尤度関数は、 

  
 
             

 
               

 

   

 

                                                                       

であり、これを最大化するようにパラメータを推定することが最尤法である。 

  

                                                   
18 厳密には例えば防犯カメラの導入によって今まで他の交通手段を利用していた女性利用者が新たに中

央線を利用し始めることなどが考えられるが、混雑率に変化を与えるほど大きな変化ではないと考えられ

る。 



 

18 

 

2.3.3.2 集計結果  

アンケートは 2010 年 12 月に JR 東日本新宿駅、吉祥寺駅、立川駅においてラッシュ時

間帯の中央線利用者を対象にアンケート調査を実施した。ラッシュ時間帯にそれぞれの駅

において歩いている人に声をかけて、アンケートの協力をお願いするという方法を用いた。

従って、厳密なランダムサンプリングではない。 

 サンプル数は 188 人と生存分析を利用したダブルバウンド 2 項選択方式より若干多

いが依然として CVM に最低限必要とされる 300 人には届いていない。また女性の比率

が大きい。 

 

表 2-5 サンプル概要 

 全サンプル数 188 人 100.0% 

 無効回答 0 人 0% 

性別 男 86 人 45.7％ 

 女 102 人 54.3％ 

年齢 平均 33.6 歳  

 

 

推計結果 

 上記のアンケート調査によって得られた個票データをもとに、効用関数をプロビット・

ロジットモデルで推計したところ、推計結果は以下のようになる。 

 

Probit model(表 2-6) 
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Logit model(表 2-7) 

 

 

以上の推計結果をもとに、防犯カメラの設置に伴う 1 人当たり WTP を導出する。本研究

の分析では、実際に防犯カメラを設置する際に運賃の値上げは行われないと仮定している。

すると防犯カメラの設置に対する WTP を表す式は、 

     
 

  
  

 
  

 
       

 
  

 
               

 
                    

 
  

によって与えられる19。この式と上記のパラメータの推計結果をもとに横軸に年間痴漢減尐

率をとり、縦軸にWTPをとって男性と女性のWTPの推移を示したグラフが図2-2である。 

 

図 2-2 

 

                                                   
19 厳密には、上記の式は WTP の期待値である。 

年間痴漢減尐率 

WTP 
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ここでプロビットモデルによって得られた推計結果の解釈を述べる（ロジットの場合も

同様）。まずここでの分析モデルでは男性と女性の間で年間痴漢発生件数 1%減尐から得ら

れる便益は男性と女性で異なり、女性の方が男性より WTP が高いと予想していたのである

が、表 2-6 の推計結果を見ると、女性の年間痴漢発生件数 1%減尐への WTP は約 0.4 円、

男性の場合約 0.2 円という結果となり当初の予想と整合的な結果が得られている。これは男

性と女性の WTP の推移のグラフから女性の年間痴漢減尐率に対する感応度が男性より高

いことからも見て取れる。 

また防犯カメラの便益のうち痴漢の減尐で説明できない便益も男性と女性で異なるとこ

こでは仮定している。その根拠としては男性の場合仮に痴漢が減尐しなかったとしても防

犯カメラの冤罪立証機能から高い便益を享受し、プライバシーコストは小さいと考えられ、

女性の場合痴漢が減尐しなければ防犯カメラによって撮影されることで高いプライバシー

コストを負担し、冤罪立証機能からは低い便益しか享受しないと考えられることが挙げら

れる。表 2-6 の推計結果では gender 項の係数がほぼ 10%有意に効いている。これは防犯カ

メラから男性と女性で異なる便益を享受しているという当初の予想を裏付けていると考え

られる。推計結果を貨幣換算すると痴漢の減尐で説明できない便益（グラフでいうと縦軸

の切片）が、女性の場合約－3.8 円、男性の場合約 19.4 円となり、当初の予想と整合的な

結果が得られている。 

男性と女性との間で痴漢の減尐で説明できない便益の差異を生み出している要因につい

て、ここでは単純化のため男性の場合は冤罪立証機能からの便益、女性の場合はプライバ

シーコストと解釈する20。女性のプライバシーコストについて考える。定数項の p 値が大き

いことからも分かるように、防犯カメラのプライバシーコストはそこまで大きくないと考

えられる。その理由として以下のようなことが考えられる。本研究では、防犯カメラはラ

ッシュ時に限定して導入されることを想定している。ラッシュ時間帯は文字通り電車内の

混雑が激しい時間帯であり、ゆえに電車内は十分に public なシチュエーションにあると思

われる。それゆえ、仮に防犯カメラによって追加的に撮影されることになったとしても、

その不効用の大きさはさほど高くないと考えられる。 

 

支払意思額推計結果 

 本研究では、防犯カメラの設置によって年間痴漢発生件数が 50%減尐するという仮定の

もとに評価を行う。図 2-2 の点が、痴漢が 50%減尐するときの WTP であり、プロビットモ

デルでは男性の WTP は約 33.6 円、女性の WTP は約 24.7 円となった。同様にロジットモ

デルでは男性の WTP は約 33.6 円、女性の WTP は約 25.1 円となった。これらの値をレフ

ァレンダム 2 項選択方式の 1 回の乗車あたり WTP として後に用いる。 

                                                   
20 ただしこれは厳密ではない。これらの値は痴漢の減尐で説明できない便益の変化分であり、この結果を

女性が 3.8 円のプライバシーコストを負担し、男性が冤罪立証機能から 19.4 円の便益を享受していると考

えることは理論的には正しくない。 
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３. 純便益 

3.1. 純便益の推計 

前章で推計した 1 回の乗車における 1 人当たり WTP、中央線の年間旅客数、費用をもと

に純便益を推計し、防犯カメラ設置義務化の評価とする。 

 まず、前章で推計した値から総便益を推計すると、以下表 3-1 のようになる。 

 

表 3-1 総便益推計 

分析手法 WTP/乗車回数 年間利用回数 年間総便益 

ダブルバウンド 

―生存分析 
22.8 円 2.2 億回 47.6 億円 

レファレンダム 

―プロビットモデル 

33.6 円(男性) 

24.7 円(女性) 

1.3 億回(男性) 

0.9 億回(女性) 
67.5 億円 

 

ダブルバウンド 2 項選択方式―生存分析では総便益は 47.6 億円、レファレンダム 2 項選

択方式―プロビットモデルでは総便益は 67.5 億円となる21。なお、後者の分析手法におい

ては、男性と女性とを分けて年間総便益を計算している22。男性の年間総便益は 43.3 億円、

女性の年間総便益は 22.2 億円となっており、便益内訳を男女別という観点から観察するこ

とが可能である。 

 次に、これらの年間総便益から 2.2 で算出した年間平準化費用を減ずることにより、年間

純便益の推計を行う。推計結果は下記の表 3-2 の通りである。 

 

表 3-2 純便益推計 

分析手法 年間総便益 年間平準化費用 年間純便益 B/C 

ダブルバウンド 

―生存分析 
47.6 億円 2.7 億円 44.9 億円 17.6 

レファレンダム 

―プロビットモデル 
67.5 億円 2.7 億円 64.8 億円 25 

 

なお、表 3-2 の年間総便益、年間平準化費用、B/C の項目の解釈については注意が必要であ

                                                   
21 ロジットモデルの場合もほぼ同様であるので省略する。 
22 男女比率については、東京都統計局 http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tjinko/2009/to-data.htm 

より就業者男女比率（0.6）を使用した。  

http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tjinko/2009/to-data.htm
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る。B/C は年間総便益を年間平準化費用で除した値であるが、年間総便益は消費者のプライ

バシーの侵害のコストを既に差し引いた値となっている。これは、実施したアンケートの

性質上の問題であり、プライバシーの侵害のコストを年間総便益から抽出して、費用に計

上することができない。よって表 3-2 の年間総便益、年間平準化費用、B/C は厳密には正し

い値とは言えない。以上の理由から、本研究においては純便益によって政策の評価を行う。 

年間純便益はダブルバウンド 2 項選択方式―生存分析では 44.9 億円、レファレンダム 2

項選択方式―プロビットモデルでは 64.8 億円となった。純便益はどちらの分析手法におい

ても大きな正の値をとっている。この要因は、中央線などの首都圏の主要路線は旅客量が

非常に多く、また 1 人当たり WTP の値が大きいために便益が大きな数字となっていること

が考えられる。よって、中央線のような旅客量の大きな路線において防犯カメラの設置を

義務化することは費用便益分析の観点からは是認されると結論づけることができる。 

 

3.2. 感度分析 

 本研究での純便益の推計は様々な仮定を置いていることから、推計値に不確実性が存在

する。そこで、分析過程でのこうした不確実性の発生要因を検証し、感度分析によって結

果に含まれる不確実性の程度の評価を行う。 

 

3.2.1. 不確実性の要因 

 本研究の分析過程を振り返ってみると、不確実性の発生要因を大きく分けて 3 つに分類

することができる。 

 

(1) 中央線のラッシュ時間帯の年間旅客数 

前述したように、ラッシュ時間帯の年間旅客数を推計するために推定総旅客数に平日ラ

ッシュ時間帯の列車運行本数の割合を乗じていること、さらに使用しているデータが若

干古いことから年間旅客数には不確実性が存在する。また、この年間旅客数のデータは

便益の大小を左右する重要な要因であり、見過ごすことができない。従って、不確実性

の評価を行う。 

 

(2) 費用 

第 2 章で算出した費用には、義務化政策を実施するために必要となる費用（法整備費用

や周知広報費用など）が含まれておらず、また、ここで用いた設置・保守費用は概算金

額であるから、これらを考慮して不確実性の評価を行う。 

 

(3) 各便益分析手法における 1 人当たり WTP 

ダブルバウンド2項選択方式―生存分析及びレファレンダム2項選択方式―プロビット
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モデル、いずれも統計的手法を採用しており、各パラメータは不確実性を持つ。CVM

はその性質上、様々な側面からのバイアスがかかりやすく、そうした性質を踏まえてみ

ても、各パラメータの不確実性を評価することが望ましいと考えるのが妥当であろう。

また痴漢の減尐率に対する不確実性も存在する。これら不確実性に伴う1人当たりWTP

の不確実性について評価を行うこととする。 

  

3.2.2. 中央線の年間旅客数の不確実性の感度分析 

 中央線の年間旅客数の不確実性の評価にあたり、年間旅客数が一様分布に従うとし、あ

る定められた区間内の値を等しい確率で取ることを仮定する。そして、その定められた区

間の下限上限を年間旅客数の推計値の±10%23と仮定して、不確実性を評価する。以上の仮

定を踏まえたうえで、年間旅客数の幅は 

2.0 億～2.5 億人 

である。 

 

3.2.3. 費用の不確実性の感度分析 

 費用は、上記年間旅客数と基本的に同じ仮定(一様分布、下限上限は推計値の±10%)をお

いて不確実性を評価する。この仮定のもと、費用の幅は、 

2.4 億～3.0 億円 

である。 

 

3.2.4 . WTP の不確実性の感度分析 

 ここでは、分析手法別に 1 人当たり WTP の不確実性の評価を行う。ダブルバウンド 2

項選択方式は標準誤差が非常に小さく、その意味において WTP の不確実性が尐ない手法で

ある。しかし、アンケートに記載された仮想的状況に対する不確実性に対処することが出

来ないという欠点が存在する。これに対してプロビット・ロジットモデルを利用したレフ

ァレンダム 2 項選択方式では、標準誤差が大きく不確実性は大きくなるもののダブルバウ

ンド 2 項選択方式で対処できなかった仮想的状況に対する不確実性に対処することが出来

る。言い換えるとダブルバウンド 2 項選択方式とレファレンダム 2 項選択方式は互いに感

度分析を行う上で補完的な関係にあることになる。ここで行う感度分析も、ダブルバウン

ド 2 項選択方式で評価できない痴漢減尐率の不確実性をレファレンダム 2 項選択方式で補

う。他方でレファレンダム 2 項選択方式は極めて大きな標準誤差をもつため、ごく稀に直

観に合わない結果が出てくることになる。そのような分析の不確実性をダブルバウンド 2

項選択方式で補い、二つの分析手法別の感度分析が互いに補完的な関係にあることに注意

して頂きたい。 

                                                   
23 中央線と一般に競合路線とされる京王線及び西武新宿線の年間旅客数と中央線のおける推計値を比較し

た結果、数％の誤差しか観測されなかったため、下限値及び上限値において 10％のズレを仮定することに

は一定の妥当性を見出すことができるとし、採用する。 
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ダブルバウンド 2 項選択法式―生存分析の不確実性評価 

 今一度、本研究において用いられた累積分布関数であるワイブル関数の形状を提示して

おくと 

               ])/(exp[)( yyF   

 前章では、このα及びβを推計したが、当然α及びβは推計値であるので、そこには不

確実性が存在する。このα及びβが不偏性を有し、正規分布に従うと仮定し、α及びβの

相関関係を考慮した上で、 5.0)( yF となる時の y の値（WTP 中央値）について 1000 回

のシミュレーション (Monte・Carlo 分析) を行い、WTP の発生頻度を観察する。その結果

が以下の図 3-1 である。 

 

 

      

 行ったシミュレーションの分布の基本統計量を表 3-3 に示す。この結果、WTP は 95％信

頼区間で評価すると、概ね 

WTP = 18～28 円 

の範囲でおさまると言うことができる。従ってダブルバウンド 2 項選択方式では下限値を

とっても WTP は正となる。 

 

 

 平均 標準誤差 2.5%点 中央値 97.5%点 

WTP(median) 22 円 2.46 円 18.1 円 22.9 円 27.7 円 
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表 3-3 WTP(median)の分布の基本統計量 
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 レファレンダム 2 項選択方式―プロビットモデルの不確実性評価 

 レファレンダム 2 項選択方式においても同様に 1000 回のシミュレーションを行う。ただ

しプロビットモデルでもロジットモデルでも得られる結論はほとんど変わらないので、こ

こではプロビットモデルに限定して行う。 

 

①痴漢減尐率の不確実性のみ考慮した場合 

ダブルバウンド 2 項選択方式では、痴漢減尐率が 50%から変動するときの WTP の不確

実性を評価できなかった。ここでは、その欠点を補完する形でまず痴漢減尐率が 10%から

90%間で一様分布に従うと仮定し変動させたときの WTP の発生頻度を観察する。前述のと

おり、埼京線内で痴漢が 50%減尐したという情報は新聞記事を基にしており、また埼京線

に防犯カメラが導入されて以降まだ日も浅いので不確実性も大きい。従って本研究では痴

漢の減尐率に関しては大幅に変動させて、分析を行うことにする。 

結果は以下の図 3-2 である。 

 

図 3-2 男女別 WTP 発生頻度(レファレンダム) 

～痴漢減尐率のみを変動 

 

 

行ったシミュレーションの分布の基本統計量を表 3-4 に示す。この結果、痴漢減尐率を 10%

から 90%間の一様分布で変動させたときの WTP は 95％信頼区間で評価すると、概ね 

男性 WTP = 22～62.4 円, 女性 WTP=1.5～82.3 円 

の範囲でおさまると言うことができる。従って、痴漢減尐率のみを変動させた場合のレフ

ァレンダム 2 項選択方式では、男女問わず WTP は下限値をとったとしても正である。 
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表 3-4 男女別 WTP（レファレンダム）～痴漢減尐率のみ変動 

 平均 標準誤差 2.5%点 中央値 97.5%点 

男性 WTP 36.3 円 11.6 円 22.0 円 33.1 円 62.4 円 

女性 WTP 30.0 円 23.1 円 1.5 円 23.6 円 82.3 円 

  

 

③ パラメータの不確実性と痴漢減尐率の不確実性を考慮した場合 

 次に痴漢減尐率の不確実性に加えて、パラメータの不確実性及び、パラメータ間の相関

関係を考慮に入れた評価を行う。シミュレーションを 1000 回行った結果は以下の図 3-3 で

ある。 

 

図 3-3 男女別 WTP 発生頻度(レファレンダム) 

～パラメータ及び痴漢減尐率を変動 

  

行ったシミュレーションの分布の基本統計量を表 3-5 に示す。この結果 WTP は 95％信頼

区間で評価すると、概ね 

男性 WTP = 4.1～139.4 円, 女性 WTP=-22.2～143.5 円 

の範囲でおさまると言うことができる。従ってパラメータ及び痴漢減尐率を変動させた場

合のレファレンダム 2 項選択方式では、男性の WTP は下限値をとっても正となるが、女性

の WTP は下限値をとると負になる。女性の場合、防犯カメラの痴漢抑止効果が小さくプラ

イバシーコストが高ければ、WTP が負になる可能性がある。ここで標準誤差が不自然に大

きくなっているのは、統計分析の不確実性に起因するものであり、本質的ではない。例え

ば、不確実性を考慮すると貨幣の限界効用が負になるなど極めて不自然なことが起こり得
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る。 

表 3-5 男女別 WTP（レファレンダム）～パラメータ及び痴漢減尐率を変動 

 平均 標準誤差 2.5%点 中央値 97.5%点 

男性 WTP 32.2 円 433.8 円 4.1 円 32.5 円 139.4 円 

女性 WTP 37.1 円 307.2 円 -22.2 円 24.5 円 143.5 円 

 

 

3.2.5. 純便益の感度分析(Monte・Carlo 分析) 

 以上の 3.2.2、3.2.3.及び 3.2.4.の評価を踏まえて、用いた便益手法ごとに純便益の発生確

率を視覚的に示す。繰り返しの記述となるが、年間旅客数および費用については一様分布、

及び下限・上限値として推計値の±10％を仮定し、分析モデルの各パラメータの推計値に

ついては、正規分布に従うこととし、各パラメータ間の相関関係を考慮して、WTP の発生

頻度を導出した後、費用を引き、純便益の発生頻度を導出する。またレファレンダム 2 項

選択方式の痴漢減尐率については 10%から 90%間で一様分布に従うと仮定している。ダブ

ルバウンド 2 項選択方式―生存分析における純便益の発生頻度は図 3-4 によって示される。 

  

 

        

 

ダブルバウンド 2 項選択方式については、レファレンダムに比べ、WTP の評価区間の信頼

性が高く、各パラメータの標準誤差が小さいため、正規分布に近い分布となっている。 

 次に、2 項選択(レファレンダム)方式について実施した感度分析を以下の図 3-5 並びに図

3-6 によって示す。 
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図 3-5 は痴漢減尐率のみを変動させ、他のパラメータを固定した際の WTP に基づいて導出

した純便益の発生頻度を示しており、本研究において前提となっている痴漢減尐率 50％と

いう仮定を変化させた際の純便益の幅を表す。一方、図 3-6 は全てのパラメータ及び痴漢減

尐率を変動させた際の純便益の発生頻度を示している。繰り返しとなるが図 3-4 と図 3-6 を

比較して分かるように、プロビットモデルを利用したレファレンダム 2 項選択方式では各

図 3-5  純便益発生頻度（レファレンダム）～痴漢減尐率のみ変動 

図 3-6  純便益発生頻度（レファレンダム）～パラメータ及び痴漢減尐率を変動 
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パラメータの標準誤差が大きいために分析の不確実性が大きい。それゆえ純便益が負にな

っているところもあるが、それは分析手法の不確実性に起因するものであり本質的ではな

い。それは不自然に大きな純便益が発生していることも同様である。 

 視覚的に純便益の感度分析を観察したうえで、次に不確実性の範囲を数値化する。具体

的には年間純便益から得られる確率分布のパーセンタイル点(95％信頼区間の下限・上限に

相当)を求める。その求めた結果を表 3-6 に示した。 

 

表 3-6 純便益の分布の基本統計量 

 平均 2.5%点 中央値 97.5%点 

ダブルバウンド 48.9 億円 3.6 億円 47.4 億円 60.4 億円 

レファレンダム 

(痴漢減尐率変動) 
73.2 億円 28.2 億円 63.9 億円 156.1 億円 

レファレンダム 

(パラメータ＆痴漢減尐率変動) 
73.8 億円 8.0 億円 62.6 億円 285.9 億円 

 

これらの分析から、不確実性を考慮した純便益は 

ダブルバウンド：4～60 億円                        

レファレンダム(痴漢減尐率変動)：28～156 億円       

レファレンダム(パラメータ及び痴漢減尐率変動)：8～286 億          

の範囲にあるということができる。これらから、いずれの分析手法を参照しても 95％信頼

区間の下限値の純便益は正ということができ、防犯カメラ設置することは費用便益の観点

から是認されるべきものであることが言える。 
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４. 結論と今後の課題 

4.1. 結論と政策提言 

本研究の分析結果は次のように要約され、以下のようなインプリケーションが得られた。 

 

① 防犯カメラを中央線に設置することによって、社会的純便益（年間）は 

ダブルバウンド 2 項選択方式―生存分析：44.9 億円 

レファレンダム 2 項選択方式―プロビットモデル：64.8 億円 

と推計される。 

② 2 つの分析手法で感度分析を行った結果、95%信頼区間の下限値はいずれも 

純便益が正となった。 

 

通勤電車への防犯カメラ設置に関して、JR 中央線を例として費用便益分析を行ったとこ

ろ、①のとおり正の純便益の発生が見込まれる結果となった。防犯カメラ設置を鉄道事業

者に対して義務化するためには、政府における法整備費用や旅客への周知広報費用が必要

になる。しかし、法整備費用については数値化が困難であるもののその値は無視できるほ

どの小さいものであると考えられ、また、広報費用については防犯カメラの設置キャンペ

ーンを大規模に行うことは想定し難く、停車駅に貼付するポスターの製作費用程度である

と考えられ、仮にそれらを含めて不確実性を考慮したとしても②の通り、社会的純便益は

正となるという結論は変化しない。 

 

【政策提言】 

近年、痴漢被害や痴漢冤罪被害は深刻な社会問題の 1つとなっている。しかし、鉄道事

業者に電車内へ自主的な防犯カメラ設置を求めるのはインセンティブの観点から難しい

（鉄道事業者にとってはトラブル処理が減尐するといった程度の便益しか想定できない）。

電車内は主要な痴漢発生場所となっているため、JR 中央線のような旅客需要の多い路線に

おいては、電車内への防犯カメラ設置を義務化する政策の実現を本研究により提言したい。 
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4.2. 今後の課題 

本研究に残された課題としては以下が挙げられる。 

 

（1）データ制約による仮定等 

 公表されているデータに制約があるため、本研究では次のような推計や仮定によって不

足するデータを補っている。 

①JR 中央線の平日ラッシュ時間帯の年間旅客数推計 

直接的なデータがないため、本研究独自の方法で推計している。また、推計に使ってい

るデータがやや古いこと（『平成 12 年版 大都市交通センサス』を使用）から実際の旅客

数との間に乖離が生じている可能性がある。 

平日のラッシュ時間帯の旅客数のデータがないため、平日と休日の列車運行本数の比を

算出して総旅客数に乗じることによって推計している。列車運行本数は旅客需要に合うよ

うに毎年 3 月に改正されているが、真の旅客数に必ずしも合致しているわけではない。従

って、過大推計もしくは過小推計となっている可能性がある。 

また、年間旅客数については、平成 16 年度から平成 19 年度にかけて増加傾向にあり、

この傾向によれば、統計のない平成 20 年度、21 年度も増加している可能性がある。また、

『大都市交通センサス』についても平成 12 年版のデータを使用したので、ラッシュ時間帯

の現在の旅客数を正確には反映していない可能性がある。 

 

②痴漢発生件数 

 アンケートでは、JR 中央線の痴漢発生件数（2004 年：309 件）や防犯カメラを先行導入

した JR 埼京線における痴漢減尐率（前年同月比で半減）のデータをあらかじめ提示してい

る。しかし、前者については、警察が把握している件数をそのまま使っており、被害者の

泣き寝入りなどの件数は考慮していない。また、後者については、防犯カメラ導入による

痴漢発生減尐に関する公式なデータは本研究発表時点（2011 年 2 月 11 日）で公表されて

おらず、前述した 2010 年 4 月の報道を基にしているため、十分なデータであるとは言い切

れない。 

 

③アンケートサンプル数の不足 

 CVM において一般的に必要とされる 300 に満たない。 

 

（2）アンケートの設問上の課題等 

①ダブルバウンド 2 項選択方式 

 WTP の下限値を 0 円と仮定している問題がある。この仮定によって便益を過大に評価し

ている可能性がある。つまり、プライバシーコストが十分に大きければ WTP が負の値とな
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ることも考えられるので、アンケートにおいて、負の金額を含んだ提示額のバリエーショ

ン（「－30 円」など）を用意すれば、こうした限界は克服されると考えられる。 

 

②レファレンダム 2 項選択方式 

 除外変数（Omitted variable）の存在がある。例えば、盗み、スリの減尐など防犯カメラ

のほかの便益を考慮していないという点である。アンケートを取る際に、特にレファレン

ダム 2 項選択方式のアンケートでは、防犯カメラの効用として痴漢犯罪抑止効果に焦点を

当てた。このため回答者は、防犯カメラの他の効用、例えばスリなど他犯罪の減尐や、喧

嘩の証拠として活用される可能性など、についてはあまり考慮せずに回答したものと考え

られる。これにより、効用関数で除外変数が存在している可能性がある。 

また、レファレンダム 2 項選択方式では回答者の拘束時間を削減するため、仮想的状況

の提示を最小限にとどめたので上記(1)の問題は拡大する可能性がある。 

 

（3）義務化関連費用の未計上 

本研究では、JR 中央線の全車両に防犯カメラを設置した場合の設置・保守費用を総費用

として計上しており、義務化政策を実行するために必要となる費用（法整備費用や周知広

報費用など）は計上していない。その理由は、①これらの費用の推計が困難であること、

②設置・保守費用と比べて極めて小規模になると推測できること、であるが、より正確な

分析を行うためにはこれらの費用も計上する必要がある。 

 

 上記のように本研究にはいくつかの課題が残されているが、データ制約とアンケート設

問上の課題を解決することができればこれらを改善することができる。痴漢犯罪の減尐の

ための他の有効な手段が考えにくい現状、本政策の是非を判断するためのデータの蓄積と

正確なデータによる分析がなされることが望まれる。 
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